
岩沼市男女共同参画基本計画 

（第２次） 

～誰もが輝けるまち いわぬまをめざして～ 

岩  沼  市



目  次 

第１章 基本的な考え方 ------------------------------------------ 1

１ 計画策定の趣旨 -------------------------------------------------------------------- 1 

２ 計画の基本理念 -------------------------------------------------------------------- 2 

３ 計画の期間 ------------------------------------------------------------------------ 2 

４ 計画の位置付け -------------------------------------------------------------------- 3 

５ 計画への取組 ---------------------------------------------------------------------- 3 

６ 計画の評価指標 -------------------------------------------------------------------- 4 

第２章 男女共同参画の実現のための施策 ------------------------- 5

施策の体系 ----------------------------------------------------------------------------- 5 

基本目標Ⅰ 社会全体における男女共同参画の実現 ----------------------------------- 10 

１ 政策等の立案及び意思決定の場における男女共同参画の推進 -------------------- 10 

２ 男女の固定的役割分担意識の解消 ----------------------------------------------- 12 

３ あらゆる人が安心して暮らせる社会の醸成 -------------------------------------- 14 

基本目標Ⅱ 家庭における男女共同参画の実現 ---------------------------------------- 16 

１ 共に築く家庭生活への支援 ----------------------------------------------------- 16 

２ 子育て環境の充実への支援 ----------------------------------------------------- 18 

３ 介護環境等の充実と高齢者の社会参画への支援 --------------------------------- 21 

４ あらゆる暴力の根絶への取組 --------------------------------------------------- 23 

５ 男女の生涯にわたる心と身体の健康支援 ---------------------------------------- 25 

基本目標Ⅲ 地域における男女共同参画の実現 ---------------------------------------- 26 

１ 男女が共に自立して支え合うまちづくりの推進 --------------------------------- 26 

２ 防災計画・活動における男女共同参画の推進 ----------------------------------- 26 

基本目標Ⅳ 教育の場における男女共同参画の実現 ----------------------------------- 29 

１ あらゆる教育の場における男女共同参画の実現 --------------------------------- 29 

基本目標Ⅴ 働く場における男女共同参画の実現 -------------------------------------- 31 

１ 働く場における男女の均等な機会と待遇の確保 --------------------------------- 31 

２ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進 ------------------------ 31 

３ 職業能力開発の支援 ------------------------------------------------------------ 31 

４ 農業や商工自営業等に従事する女性への支援 ----------------------------------- 31 



第３章 推進体制 --------------------------------------------- 36

１ 庁内推進体制の整備 -------------------------------------------------------------- 36 

２ 計画を効果的に進めるための取組 ------------------------------------------------- 36 

３ 計画の推進体制図 ----------------------------------------------------------------- 37 

－資 料－

世界・国・県・市の動き（平成11年以降）------------------------ 資料 1 
参考指標------------------------------------------------------------ 資料 3 
男女共同参画社会基本法-------------------------------------------- 資料 5 
女性の職業生活における活躍の推進に関する法律------------------- 資料 11 
岩沼市男女共同参画推進条例---------------------------------------- 資料 22 
計画策定までの経過------------------------------------------------- 資料 28 
岩沼市男女共同参画審議会委員------------------------------------- 資料 29 



1 

第１章 基本的な考え方 

１ 計画策定の趣旨 

人は誰でも人として尊重され、人間らしく個性豊かに生きる権利を持っています。
これは、性別に関わりなく全ての人に与えられた権利です。 
我が国では、日本国憲法に「個人の尊重と法の下の平等」がうたわれ、男女平等の
実現に向けて「育児・介護休業法」の施行や「男女雇用機会均等法」の改正などの法
整備が図られました。さらに、平成 11 年には「男女共同参画社会基本法」（以下
「法」という。）が制定され、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準
じた施策や地域の特性に応じた施策を策定し、実施するという地方公共団体の責務が定
められました。

本市においても、平成 16 年度を初年度とする新総合計画で「男女共同参画社会の
推進」を掲げ、市民の意識向上と理解を深める事業等を進めてきましたが、性別によ
る役割分担意識や社会制度・慣習は依然として残っています。このことは、女性の人
間としての尊厳や基本的人権を侵害するだけではなく、男性にとっても多様な生き方
の選択を狭め、個性を発揮する上での障害になっています。これからは、「一人の人
間として大切にされる」ことを根本に、市民、事業者、行政、それぞれの立場におい
て男女共同参画社会を実現することが求められています。 
このような考え方に基づき、全市的に取り組むべき基本的条項を規定するため、平
成 24 年３月に「岩沼市男女共同参画推進条例」（以下「条例」という。）を制定し
ました。この条例の趣旨を具体的施策として総合的かつ計画的に推進するため、平成
25 年度から平成 30 年度までの６年間を計画期間とし、「岩沼市男女共同参画基本計
画」（以下「第１次計画」という。）を策定しました。 
また、平成 27 年８月には、国で「女性の職業生活における活躍の推進に関する法
律」（以下「女性活躍推進法」という。）が成立しました。これによって、働くこと
を希望する女性が、職業生活においてその個性と能力を十分に発揮して活躍できるよ
う、国や地方公共団体、事業主に必要な取組が義務付けられることとなりました。 
市では、第１次計画での成果や課題を踏まえ、新たに制定された女性活躍推進法を
取り入れながら、「岩沼市男女共同参画基本計画（第２次）」（以下「計画」とい
う。）を策定し、男性、女性、子どもや障害者などあらゆる人が住みやすい共生社会
の実現を目指していきます。 
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２ 計画の基本理念 

第１次計画の基本理念は、男女共同参画を推進する基本理念として条例に明記した
事項のほか、東日本大震災（以下「震災」という。）からの復興を最優先課題とし、
「復興における男女共同参画の推進」を加えた７つとしてきました。 
本計画では、平成 23 年度から掲げてきた「岩沼市震災復興計画」が平成 29 年度で
終了し、震災復興が一つの区切りを迎えたことから、本来の６つの基本理念に立ち返
って施策を推進するものとします。 
(1) 男女の人権の尊重 男女の個人としての尊厳が重んじられ、直接的にも間接的に
も性別による差別的取り扱いを受けることなく、個人としての能力を発揮する機会
が確保されること及び性同一性障害がある人その他多様な性を持つ人の人権につい
ても配慮すること。 

(2) 暴力の根絶 男女が互いに人権を尊重し、ドメスティック・バイオレンス（以下
「ＤＶ」という。）、セクシュアル・ハラスメント等の男女間のあらゆる暴力的行
為の根絶が図られるように努めること。 

(3) 社会における制度又は慣行の見直し 性別による固定的な役割分担意識から生ま
れる社会における制度又は慣行の見直しに努め、男女が多様な生き方を選択するこ
とができるように配慮すること。 

(4) 政策等の立案及び決定への共同参画 男女が社会の対等な構成員として、政策及
び方針の立案並びに決定の場に共同して参画する機会が確保できるように配慮する
こと。 

(5) 家庭生活、学校、職場等の活動の両立 家族を構成する男女が相互の協力と社会
の支援のもとに、子育て、家族の介護その他の家庭生活、学校、職場、地域等の活
動を両立させることができるようワーク・ライフ・バランスに配慮すること。 

(6) 国際的協調 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関
係を有していることから、国際社会の動向に留意するとともに、地域在住外国籍の
市民の人権保障及び男女共同参画の実現に配慮すること。 

３ 計画の期間 

  計画の期間は、平成 31 年（2019 年）度から平成 34 年※1（2022 年）度までの４
年間とします。 
  なお、社会情勢の変化等に応じて、必要な見直しをしていきます。 

※1 計画策定時点において、新元号が未定のため、元号については「平成」で表記しています。 
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４ 計画の位置付け 

計画は、法第 14 条第３項の規定により、国の男女共同参画基本計画及び宮城県男
女参画基本計画を考慮しながら定める本市の計画です。 
また、「女性活躍推進法」に定める市町村推進計画を包含するものとします。 

５ 計画への取組 

計画は、施策を理解しやすくするために、社会全体、家庭、地域、教育の場、働く
場の５つの分野に分け、それぞれに基本目標を定め、男女共同参画の推進に取り組ん
でいきます。先ずは、男女共同参画という「言葉」と「内容」を理解していただくこ
とから始め、市の現状を把握するための試験的な調査等の実施に努めます。また、あ
らゆる個人や団体と連携・協働し、男性も女性も地域、学校、働く場等でいきいきと
暮らすことができるよう順次取組を行います。 
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６ 計画の評価指標 

項 目 目標値 
（平成 34年度）

現況 
（平成 29年度）

参考：宮城県 
目標・予測指標 
（平成 32 年度）

各審議会における女性委員の
割合 50.0％ 35.1％ 

30％ 
【市町村の審議会等
委員における女性
の割合】

市民満足度調査※2における
「子育て支援の充実」に係る
満足度、重要度のポイント
（最高ポイントは「6」） 

満足度：4.000 
重要度：4.200 

満足度：3.726 
重要度：4.116 

宮城県防災指導員養成講習の
市内受講者に占める女性の割
合 

40.0％ 25.0％ 

放課後子ども教室のボランテ
ィアにおける男性の割合 30.0％ 26.1％ 

宮城県「女性のチカラを活か
す企業」認証制度※3による
認証企業数 

5 社 2 社 
30社 

【女性のチカラを活
かすゴールド認証
企業数】

※2 市民満足度調査：いわぬま未来構想における、まちづくりの指標５項目についての現状（幸せ指標・住
みよさ指標）とまちづくりへの取組について、市民ニーズの現状（満足度・重要度）を把握するために岩
沼市が毎年行っているもの。満足度、重要度のポイントは有効回答の平均値。 

※3 宮城県「女性のチカラを活かす企業」認証制度：宮城県内に本社、本店、または事業の拠点があり、か
つ、事業活動を行っており、常時雇用労働者を有している企業、法人、団体（国および地方公共団体を除
く）で、女性の登用・配置状況や仕事と家庭の両立支援制度等のチェック項目により、一定の基準を満た
した場合に知事が認証する制度。 
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第２章 男女共同参画の実現のための施策

施策の体系

第 1 章に掲げた基本理念を踏まえつつ、岩沼市における男女共同参画の実現に向けて、
基本目標を社会全体、家庭、地域、教育の場、働く場の５つの分野ごとに設け、その目
標に近づくための基本方針や施策の方向を以下に掲げます。 

基本
目標 基本方針 施策の方向

基
本
目
標
Ⅰ

社
会
全
体
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
実
現

１ 政策等の立案及び意
思決定の場における男
女共同参画の推進

(1)市の審議会等委員の均等な男女比率の促
進

(2)市審議会等における女性委員長の登用促
進

(3)市職員の男女均等な管理職への登用促進

(4)男女共同参画の視点を持った人材の育成

(1)慣習・慣行を見直すための啓発と学習機
会の提供

(2)男女共同参画に関する調査・研究情報の
提供

(3)市の情報メディアでの男女平等理念への
配慮

２ 男女の固定的役割分
担意識の解消

(1)あらゆる人の人権が尊重される社会の推
進

３ あらゆる人が安心し
て暮らせる社会の醸成

(2)多文化共生社会の形成促進
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基本
目標 基本方針 施策の方向

基
本
目
標
Ⅱ

家
庭
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
実
現

１ 共に築く家庭生活へ
の支援

(1)男女が協力し、責任を負うという意識の
啓発

(2)男性の家庭生活への参画促進

(1)仕事と家庭・地域生活の両立に向けた意
識の啓発

(2)安心して子育てができる環境の整備

２ 子育て環境の充実へ
の支援

(1)地域包括ケアシステムの深化

(2)高齢者の生きがいづくりと社会参加の推
進

(3)人にやさしいまちづくりの推進

３ 介護環境等の充実と
高齢者の社会参画への
支援

(1)県・他市等と連携した緊急一時保護や自
立支援等、暴力被害者に対する支援強化

(2)警察・医療機関等関係機関との連携強化
と迅速かつ適切な対策の実施

(3)DV、デート DV、セクシュアル・ハラス
メント等根絶のための啓発活動の推進

４ あらゆる暴力の根絶
への取組

(1)男女の生涯にわたる健康の保持・増進

(2)妊娠・出産等に関する健康への支援

(3)HIV（エイズ）、性感染症に関する対策
の推進

５ 男女の生涯にわたる
心と身体の健康支援
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基本
目標 基本方針 施策の方向

基
本
目
標
Ⅲ

地
域
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画

の
実
現

１ 男女が共に自立して
支え合うまちづくりの
推進

(1)様々な人が力を発揮でき、地域活動に参
加しやすい環境づくりの推進

(2)地域課題の解決等への支援

(1)男女共同参画の視点に立った防災計画の
策定

(2)防災に関するあらゆる会議・組織への女
性参画の推進

(3)震災被災者の心のケア等の支援

２ 防災計画・活動にお
ける男女共同参画の推
進

(1)将来にわたり、男女の別なく能力や個性
を生かせる教育の推進

(2)子どもたちの成長にあわせた地域連携の
推進

(3)健康教育の推進

１ あらゆる教育の場に
おける男女共同参画の
実現

基
本
目
標
Ⅳ

教
育
の
場
に
お
け
る

男
女
共
同
参
画
の
実
現
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基本
目標 基本方針 施策の方向

基
本
目
標
Ⅴ

働
く
場
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
実
現

(1)経営参画のための意識啓発及び参画促進

(2)女性の起業による自立支援

４ 農業や商工自営業等
に従事する女性への支
援

(1)男女雇用機会均等法等関係法令の周知

(2)セクシュアル・ハラスメント等の防止 

(3)ポジティブ・アクション（積極的改善措
置）の推進

１ 働く場における男女
の均等な機会と待遇の
確保

(1)育児・介護休業法や制度の啓発、利用促
進

(2)育児・介護休業制度の利用しやすい職場
環境づくりの推進

(3)ワーク・ライフ・バランスに向けた意識
啓発

２ ワーク・ライフ・バ
ランス（仕事と生活の
調和）の推進

(1)職業能力開発に向けた機会及び情報の提
供

(2)パートタイム労働者等の不安定な雇用環
境の改善

(3)ひとり親家庭の就業及び自立への支援

３ 職業能力開発の支援
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施策の体系については、中長期的に継続して取り組むべき項目を掲げていますが、実
効性のある計画とするために、特に優先的・重点的に取り組んでいくものとして、次の
６項目を掲げます。 

・政策等の立案及び意思決定の場における男女共同参画の推進 
     （基本目標Ⅰ―１） 
   ・子育て環境の充実への支援 
     （基本目標Ⅱ－２） 

・介護環境等の充実と高齢者の社会参画への支援 
    （基本目標Ⅱ－３） 
   ・あらゆる暴力の根絶への取組 
     （基本目標Ⅱ－４） 

・防災計画・活動における男女共同参画の推進 
    （基本目標Ⅲ－２） 
・ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進 

    （基本目標Ⅴ－２） 
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基本目標Ⅰ 社会全体における男女共同参画の実現

１ 政策等の立案及び意思決定の場における男女共同参画の推進 

政策・方針の決定過程における女性の参画を示す指標の１つとして、各種審議会等
における女性登用率があげられます。本市においては、各種審議会等の女性登用率は
35.1%となっており（平成 29 年４月１日現在、資料１）、宮城県内市町村平均の
26.8%を上回っています。しかし、女性が委員長の委員会等が２つ、女性委員が全く
いない審議会も２つで、平成 24 年度の数値と変わらないままとなっています。また、
市議会議員の女性が占める割合は 16.7％（18 名中３名：平成 29 年４月１日現在）の
みとなっています。様々な人の立場を考慮した政策の立案・実施ができるよう、意思
決定の場における女性の参画比率を高める必要があります。 
一方、市職員の管理職の女性登用率は 18.8％（平成 29 年 4 月 1 日現在、資料２）
で、宮城県市町村平均の 19.6％（平成 29 年 4 月 1 日現在）と比べるとまだ低い状況
にありますが、資料２のとおり平成 28 年度に一時的に減少したことはあるものの数
値は順調に上昇し、女性管理職が増えてきています。 

資料１ 岩沼市の（地方自治法 180 条の５、202 条の３に基づく）審議会等にお
ける女性委員の登用状況

年度 
(平成) 

審議会等の
数 

委員総数 
（人） 
Ａ

女性委員数
（人） 
Ｂ

割合 
（％） 
Ｂ/Ａ

25年度 36 419 144 34.4
26 年度 34 394 146 37.1
27 年度 34 395 143 36.2
28 年度 38 431 154 35.7
29 年度 36 407 143 35.1
資料：さわやか市政推進課調べ 

現状と課題 
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資料２ 女性公務員における管理職登用状況の比較 

年度 
(平成) 岩沼市 県内市町村 宮城県 全国 

（市町村）
25年度 4.1 14.3 5.7 11.0
26 年度 15.1 15.3 5.6 12.2
27 年度 16.4 17.7 6.0 13.1
28 年度 12.1 18.6 7.2 13.5
29 年度 18.8 19.6 8.0 14.1
資料：さわやか市政推進課調べ 

施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

 市の審議会等委員の
均等な男女比率の促
進

① 女性委員の登用率の向上 
② 女性委員のいない審議会等の解消 
③ 委員公募制の推進

関係各課 

 市の審議会等におけ
る女性委員長の登用
促進

① 男女双方の意識の向上啓発 
関係各課 

 市職員の男女均等な
管理職への登用促進 

① 男女平等な研修及び能力開発の機会
付与 

② 性別に関わらず能力・適性を重視し
た登用と職域の拡大

政策企画課 

 男女共同参画の視点
を持った人材の育成 

① 意識改革のための学習機会の拡大と
推進 

政策企画課 
さわやか 
市政推進課

施策の展開 
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２ 男女の固定的役割分担意識の解消 

資料３では、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方について、
男女ともに「どちらかといえば反対」、「反対」が半数以上を占めています。その割
合は、女性の方が多いものの、「妻は家庭を守るべき」と考える男性も減少傾向にあ
ります。また、資料４からも分かるとおり、女性が職業を持つことに対して抵抗がな
くなり、結婚や子どもの有無に関わらず働き続けることを希望する男性は 52.9％と過
半数を超え、「子どもが大きくなったら再び職業をもつ方がよい」と合わせると、 
77.2％と高い割合となっています。このことから、男女の意識の差が縮まってきている
ことが分かります。 

資料３ 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべきである」という考え方に関する意識
の変化

備考：平成 26年以前の調査は 20歳以上の者が対象。28年の調査は、18 歳以上の者が対象。 
出典：男女共同参画白書 平成 30 年版（内閣府男女共同参画局）

現状と課題 
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資料４ 女性が職業を持つことに対する意識の変化 

備考：平成 26年以前の調査は 20歳以上の者が対象。28年の調査は、18 歳以上の者が対象。 
出典：男女共同参画白書 平成 30 年版（内閣府男女共同参画局）

施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

慣習・慣行を見直す
ための啓発と学習機
会の提供

① 広報いわぬま等による意識啓発
② 講座・ワークショップ等の開催 さわやか 

市政推進課 

男女共同参画に関す
る調査・研究、情報
の提供 

① 調査・研究の実施と結果の公表
② 図書館、生涯学習施設等の資料充実
③ 市の現状を把握するための調査方法
の検討と実施

さわやか 
市政推進課 
生涯学習課 

市の情報メディアで
の男女平等理念への
配慮

① 市が作成する刊行物等の表現への配
慮 関係各課 

施策の展開 
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３ あらゆる人が安心して暮らせる社会の醸成 

あらゆる人が安心して暮らせるようにするには、性別や障害の有無、国籍、性的指
向、性同一性障害等の有無に関わりなく、あらゆる人の人権が尊重されなくてはなり
ません。自らの意思に基づき個性と能力を十分に発揮できるような社会づくり、環境
づくりに取り組んでいくことが必要です。 
また、日本で生活を送る外国人は年々増加傾向にあり、岩沼市でも 224 名の外国人
が住民登録しています（平成 30 年 7 月末現在）。平成 29 年に「外国人の技能実習の
適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」が施行され、外国人技能実習生※4の
数も増えています（資料５）。しかし、国際貢献を目的としているにも関わらず、人
手不足に悩む企業の労働力確保の手段となっているという現状があります。 

資料 5 研修生・技能実習生の在留状況の推移 

出典：新たな外国人技能実習制度について（平成 30 年 7 月 26 日一部改正 技能実習法・主務省
令等の周知資料 法務省入国管理局、厚生労働省人材開発統括官）

※4 外国人技能実習生：日本において企業や個人事業主等の実習実施者と雇用関係を結び、出身国において
修得が困難な技能等の修得・習熟・熟達を図るもの。平成 5年に制度化された。期間は最長5年で、技
能等の修得は、技能実習計画に基づいて行われている。

現状と課題 
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施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

あらゆる人の人権が
尊重される社会の推
進 

① 広報いわぬま等多様な媒体や機会を
活用した広報、啓発

② 人権相談所の設置と内容の充実
③ 一人暮らし世帯等地域から孤立する
可能性がある全ての人や家庭が安心
して暮らすための見守り、買い物支
援、災害時支援等の実施

④ 障害者が地域で自立して暮らすため
の日常生活や社会生活の支援

⑤ 性的マイノリティや性同一性障害等
への理解促進の啓発と相談体制の整
備

さわやか 
市政推進課 
健康増進課 
社会福祉課 
介護福祉課 
関係各課 

多文化共生社会の形
成促進 

① 日本語講座の開催
② 外国人や外国人の親を持つ子どもの
就学及び就学上の困難に対する実態
に即した支援

③ 多言語での情報提供や相談体制の整
備

④ 気軽に集まることのできる場の提供
による情報交換や文化交流の推進

さわやか 
市政推進課 
学校教育課 

施策の展開 
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基本目標Ⅱ 家庭における男女共同参画の実現 

１ 共に築く家庭生活への支援 

我が国では、固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見を背景に、男性中心型
労働慣行が維持されていることなどにより、男性の十分な分担が必ずしも得られず、
家事や子育て等における女性の負担が重くなっているという実態がみられます（資料
6）。このような意識は、時代とともに変わりつつある（資料 7）ものの、さらに男性
の家事・育児等の家庭生活への積極的な参画を促すべく、男女共同参画への男性の理
解の促進や意識の改革を図る必要があります。

資料 6 ６歳未満の子どもを持つ夫婦の家事・育児関連時間（１日当たり、国際比
較）

備考：日本の値は、「夫婦と子供の世帯」に限定した夫と妻の 1 日当たりの「家事」、「介護・
看護」、「育児」及び「買い物」の合計時間（週全体平均）。 

出典：男女共同参画白書 平成 30 年版（内閣府男女共同参画局） 

現状と課題 
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資料 7 ６歳未満の子どもを持つ夫の家事・育児関連行動者率の推移 

備考：１ 「夫婦と子供の世帯」における６歳未満の子供を持つ夫の 1 日当たりの家事関連
（「家事」及び「育児」）の行動者率（週全体平均）。 
※行動者率：該当する種類の行動をした人の割合（％）
※非行動者率：100％－行動者率

２ 本調査では、15 分単位で行動を報告することとなっているため、短時間の行動は報
告されない可能性があることに留意が必要である。 

出典：男女共同参画白書 平成 30 年版（内閣府男女共同参画局） 

施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

男女が協力し、責任
を負うという意識の
啓発

① 広報いわぬま等多様な媒体や機会を
活用した広報、啓発 さわやか 

市政推進課 

男性の家庭生活への
参画促進 

① 家事や育児能力向上のための講座等
の開催

② 働く男性が参加しやすい講座等への
配慮

子ども福祉課 
生涯学習課 
関係各課 

施策の展開 
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２ 子育て環境の充実への支援 

子どもの子育て環境、保育環境の充実は、女性が働きやすい職場を実現するために
不可欠なものとなっています。働きながら子どもを育てる親への支援状況として、全
国的な保育所等の待機児童数と保育所等の定員の状況をみると、定員数は着実に増えて
はいるものの、依然として待機児童数が増加傾向にあります（資料 8）。 
また、本市で実施している平成 29 年度市民満足度調査のうち重要度の順位（全 47
項目）を見てみると、「保育サービスの充実」が第８位、「子育て支援の充実」が第
10 位と、高い順位を占めています。 
市では、平成 27 年度に「子ども・子育て支援事業計画」※5を策定し、認可保育所
等※6の定員数を拡げるなど、子育て家庭の就労環境の整備に努めてはいますが、同時
に入所希望者数も増加しているため、常に待機児童問題と隣合わせの状況となってい
ます（資料 9）。また、病児・病後児や障害児・学童を含め、様々な労働・保育環境
に対応するための社会サービスの充実が求められています。さらに、家庭で子育てを
している母親などへの支援も必要となっています。 
女性の社会進出にあたり、保育のニーズは今後も増えることが予想されることから、
関係機関が連携し、補完し合う体制づくりが必要です。 

※5 岩沼市子ども・子育て支援事業計画：子ども・子育て支援法第 61条に基づく「市町村子ども・子育て支
援事業計画」で、ワーク・ライフ・バランスの浸透や女性が就労の場で活躍できる取組の促進、企業の仕
事と子育ての両立のための環境整備などを推進するため等の計画。 

※6 認可保育所等：認定こども園、小規模保育事業を含む。

現状と課題 
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資料 8 保育所等待機児童数と保育所等定員及び放課後児童クラブの利用を希望す
るが利用できない児童数の推移（全国）

備考：１ 保育所等待機児童数、保育所等定員は、各年 4 月 1 日現在。放課後児童クラブの利用
を希望するが利用できない児童数は、各年5月 1日現在。 

２ 平成 27 年以降の保育所等待機児童数、保育所等定員は、27 年 4 月に施行した子ど
も・子育て支援新制度において新たに位置づけられた幼保連携型認定こども園等の特
定教育・保育施設と特定地域型保育事業（うち 2号・3号認定）を含む。 

３ 東日本大震災の影響により、平成 23 年値は、保育所等待機児童数は岩手県陸前高田
市・大槌町、宮城県山元町・女川町・南三陸町、福島県浪江町・広野町・富岡町を除
く。また、同年の放課後児童クラブの利用を希望するが利用できない児童数は、岩手
県宮古市・久慈市・陸前高田市・大槌町、福島県広野町・楢葉町・富岡町・大熊町・
双葉町・浪江町・川内村・葛尾村を除く。 

出典：男女共同参画白書 平成 30 年版（内閣府男女共同参画局） 

資料 9 認可保育所等の定員数及び入所者数の推移 

年度 
（平成） 25年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

定員数 665 701 750 750 769 

入所者数 722 764 792 812 858 
資料：子ども福祉課調べ（入所者数は、各年 3月 1日現在） 
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施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

仕事と家庭・地域生
活の両立に向けた意
識の啓発

① 広報いわぬま等多様な媒体や機会を
活用した広報、啓発

さわやか 
市政推進課 
子ども福祉課 

安心して子育てがで
きる環境の整備 

① 多様な保育サービスの提供、子育て
支援センターやファミリー・サポー
ト・センターの充実、子育て支援の
ネットワークづくり等、子ども・子
育て支援事業計画に基づく関係施策
の推進

子ども福祉課 
学校教育課 
関係各課 

施策の展開 
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３ 介護環境等の充実と高齢者の社会参画への支援 

全国的に高齢化が進み、本市でも高齢化率が高まる中、要介護（要支援）認定者も
増えています（資料 10）。 養護者について、家族による介護の負担が指摘されるよ
うになっていますが、現在でも同居人による介護が全体の 6 割を占めています。男女
の割合は、女性が 66.0％、男性が 34.0％となっており、平成 19 年の 28.1％と比較
して介護に携わる男性は増加しているものの、女性の割合にはまだまだ追い付いていま
せん（厚生労働省「国民生活基礎調査の概況」（平成 19 年・28 年より）。さらに、
介護・看護を理由とした離職者数をみると、平成 29 年度は 10 万人を超えました。そ
の 7 割が女性となっていることからも、介護は女性の役目となっていることが分かり
ます（資料 11）。 
市では、いわゆる団塊ジュニア 世代が 65 歳以上となる平成 52 年（2040 年）に向
けて、「第 7 期岩沼市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」※7を策定しました。高齢
者を含めたより多くの市民が、地域の中で主体的に活躍する地域包括ケアシステムの
深化を目指しています。 
また、養護者の身体的・心理的負担等の軽減をはかるため、権利擁護相談等の相談
窓口を設けるだけでなく、地域で認知症の人やその家族に対してできる範囲で手助け
する認知症サポーターを養成し、認知症高齢者等にやさしい地域づくりに取り組んで
います。（資料 12） 

資料 10 岩沼市の高齢化率と要介護（要支援）認定者数の推移 

年度 
(平成) 

総人口 
（人） 
Ａ 

高齢者人口 
（人） 
Ｂ 

高齢化率 
（％） 
Ａ/Ｂ 

要介護
（要支援） 
認定者 
（人）

25年度 43,811 9,561 21.9 1,740
26 年度 44,059 10,042 22.8 1,847
27 年度 44,242 10,452 23.6 1,899
28 年度 44,289 10,796 24.3 1,923
29 年度 44,196 11,103 25.1 1,695
資料：介護福祉課調べ 

※7 高齢者福祉計画・介護保険事業計画：高齢者に関する施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、介
護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を図るため、今後の中長期的な高齢者及び高齢者を取り巻く状況
も視野に入れつつ、施策の考え方及び目標を定める計画。 

現状と課題 
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資料 11 介護・看護を理由とした離職者数の推移（男女別） 

備考：１ 前職が非農林業雇用者で過去 1年間の離職者。 
  ２ 平成 23年の数値（[]表示）は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。 

出典：男女共同参画白書 平成 30 年版（内閣府男女共同参画局） 

資料 12 認知症サポーター養成講座の参加者数（延べ）の推移 

年度 
（平成） 25年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

認知症サポーター 
養成講座の参加者数 

（人）
581 927 878 1,358 912 

資料：介護福祉課調べ 

施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

地域包括ケアシステ
ムの深化

① 各種在宅サービスの充実、相談体制
の整備、介護保険サービスの円滑な
運営など関係施策の推進

介護福祉課 
社会福祉課 
関係各課

高齢者の生きがいづ
くりと社会参加の推
進 

① 仲間づくり、生きがいづくりの活動
支援など関係施策の推進

② 高齢者の積極的な社会参画を促進す
るための広報、啓発

介護福祉課 
社会福祉課 
関係各課

人にやさしいまちづ
くりの推進 

① バリアフリー化の推進
② 男女隔たりなく、介護の悩み等を相
談できるような地域、隣人の協力や
見守りの体制づくりの推進

社会福祉課 
介護福祉課 
関係各課

施策の展開 
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４ あらゆる暴力の根絶への取組 

DV※8問題について定義した「配偶者からの暴力防止及び被害者の保護に関する法律」
では、被害者を女性には限定していませんが、内閣府男女共同参画局の「「女性に対
する暴力」に関する調査研究」によると、女性の約３人に１人、男性の約５人に１人
は、配偶者から被害を受けたことがあり、デート DV※9を含め女性の約７人に１人は何
度も受けているという結果が出ています。また、DV 問題は児童虐待を引き起こす要因
となる場合があり、広く問題を捉える必要があります。 
市では、資料 13、14 のとおり、相談件数だけでなく相談者の実人数をもあわせて
調査していますが、相談者によって相談回数は異なるため、一概に相談件数の増減で
DV問題をはかることはできません。 
また、資料 15 のとおり、高齢者に関する暴力も課題となっています。これは、高
齢者に対する暴力だけではなく、介護をしている養護者への身体的・心理的暴力も含
まれます。様々な相談窓口を設けるとともに、予防の啓発や被害者サポートの強化を
今後もはかっていく必要があります。 

資料 13 岩沼市のDV相談件数（延べ）及び相談実人数の推移 

年度 
（平成） 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

DVの相談 
件数 156 59 40 45 17 

DVの相談 
実人数 20 21 14 16 10 

資料：子ども福祉課調べ   注）件数は、関係機関等との連絡も含む 

※8 DV（ドメスティック・バイオレンス）：夫やパートナー等の親密な関係にある（あった）男性から女性
に、または女性から男性に対してふるわれる暴力のこと。

※9 デートDV：同棲していない恋人同士での体、言葉、態度による暴力のこと。

現状と課題 
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資料 14 岩沼市の児童虐待の相談件数（延べ）及び相談実人数の推移 

年度 
（平成） 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

児童虐待の
相談件数 388 801 516 704 769 

児童虐待の
相談実人数 30 32 28 35 38 

資料：子ども福祉課調べ   注）件数は、関係機関等との連絡も含む 

資料 15 岩沼市の高齢者虐待・権利擁護相談件数（延べ）の推移 

年度 
（平成） 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

相談件数 454 452 416 576 
資料：介護福祉課調べ 

施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

県・他自治体等と連
携した緊急一時保護
や自立支援等、暴力
被害者に対する支援
強化

① 一時保護施設の活用
② 被害者に対する生活・就業等自立の
ための支援 

子ども福祉課 
関係各課 

警察・医療機関等関
連機関との連携強化
と迅速かつ適切な対
策の実施 

① 関係機関の定期的な情報交換による
情報共有

② 関係機関との連携による被害者の安
全確保

③ 相談しやすい体制の整備
④ 被害者の個人情報保護体制の徹底
⑤ メディア・リテラシー※10の向上

子ども福祉課 
介護福祉課 
生涯学習課 
関係各課 

DV、デート DV、セ
クシュアル・ハラス
メント※11等根絶のた
めの啓発活動の推進

① 相談体制の充実
② 広報いわぬま等多様な媒体や機会を
活用した広報、啓発

さわやか 
市政推進課 
子ども福祉課 

※10 メディア・リテラシー：情報が流通する媒体（メディア）を使いこなす能力。メディアの特性や利用方
法を理解し、適切な手段で自分の考えを他者に伝達し、あるいは、メディアを流れる情報を取捨選択して
活用する能力のこと。 

※11 セクシュアル・ハラスメント：性的いやがらせ。特に、職場などで男性から女性に、または女性から男
性に対して行われる性的、差別的な言動のこと。

施策の展開 
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５ 男女の生涯にわたる心と身体の健康支援 

男女一人ひとりが生涯にわたって自立した生活を送るためには、心と身体の健康支援
が必要です。市では、「健康づくり市民計画」※12に基づいた運動普及啓発活動を実施
し、がんの早期発見早期治療のための各種がん検診や妊婦と赤ちゃんの健康管理のため
の各種事業に取り組んできました。今後も人生の各段階に応じた適切な健康保持増進が
行えるよう、その都度の課題に応じた対策の充実を講じていく必要があります。 

施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

男女の生涯にわたる
健康の保持・増進 

① 健康教室の開催
② 特定健康診査の受診率向上
③ 岩沼市健康づくり市民計画に基づく
健康づくり運動の実施

④ 心身の健康維持の支援強化
⑤ 子どもの健康の管理・保持増進

総務課 
健康増進課 
学校教育課 

妊娠・出産等に関す
る健康への支援 

① 妊娠・出産期における経済的負担の
軽減制度の周知と夫の家事・育児へ
の参画推進

② 相談体制や相談内容の充実と制度周
知

健康増進課 

HIV（エイズ）、性
感染症に関する対策
の推進

① 県(保健所)が実施する検査や相談等
に対する支援 健康増進課 

※12 健康づくり市民計画：健康調査等において明らかになった健康課題の改善に向け、自助・共助・公助の
考え方に基づき、市民と協働で健康づくりを推進することを目指した総合的な計画。

施策の展開 

現状と課題 
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基本目標Ⅲ 地域における男女共同参画の実現 

１ 男女が共に自立して支え合うまちづくりの推進 
２ 防災計画・活動における男女共同参画の推進 

地域社会を支えていく上で、地域に根ざした市民の自主的な活動が不可欠です。そ
のためには、誰もが地域づくりやまちづくりに関心を持ち、自らが進んで参加できる
社会的な環境づくりが必要となります。 
身近な存在である自治会長に占める女性の割合をみると、全国で最も高い数値であ
る大阪府高槻市で 27.1％ となっています（資料 16）。市では、区長が 5.0％、町内
会長が 5.3％となっており、非常に少ないのが現状です。しかし、民生委員・児童委
員を見てみると、8 割近くが女性で、地域に参画しないのではなく、地域の中で男女
の役割が形づくられていることが読み取れます。 
防災活動においては、市では震災時の課題を踏まえて危機管理に努め、平成 29 年
度から防災士養成研修講座が始まりました。59 名の防災士が誕生し、そのうち 17 名
が女性でした。また、防災会議の女性委員の割合は横ばいとなっているものの、全国
市町村の 8.1％を上回る 13.3％（女性４人、男性 26 人）となっています（資料 17）。 
防災や被災者の心の支援を含め、女性が地域社会の活性化の力になるような環境づく
りを行っていく必要があります。 

現状と課題 



27 

資料 16 自治会長に占める女性の割合 

自治体名 
自治会長総数
（人） 
Ａ

女性の会長数
（人） 
Ｂ

割合 
（％） 
Ｂ/Ａ

全
国
上
位
５
市

大阪府高槻市 982 266 27.1
沖縄県宜野湾市 23 6 26.1
沖縄県沖縄市 37 9 24.3
東京都東村山市 305 72 23.6
大阪府大阪狭山市 85 20 23.5

県
内
上
位
５
市

仙台市 1,387 143 10.3
岩沼市 176 9 5.1
名取市 290 13 4.5
富谷市 45 2 4.4
多賀城市 47 2 4.3

出典：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況
（内閣府、平成29年 4月 1日現在） 

資料 17 地方防災会議の委員に占める女性の割合の推移 

備考：１ 原則として各年 4月 1日現在。 
２ 東日本大震災の影響により、平成 23 年値には、岩手県の一部（花巻市、陸前高
田市、釜石市、大槌町）、宮城県の一部（女川町、南三陸町）、福島県の一部
（南相馬市、下郷町、広野町、楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、飯館
村）が、24年値には、福島県の一部（川内村、葛尾村、飯館村）がそれぞれ含ま
れていない。 

  ３ 「市区」には特別区を含む。 
出典：男女共同参画白書 平成 30 年版（内閣府男女共同参画局）
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１ 男女が共に自立して支え合うまちづくりの推進 

施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

様々な人が力を発揮
でき、地域活動に参
加しやすい環境づく
りの推進 

① 男女共同参画の視点に立った市民協
働の推進

② 男性の地域活動への参画支援
③ 退職者の地域活動への参画支援
④ 地域の町内会、自治会役員等への女
性参画の推進

⑤ 男女とも多様な年齢層の地域活動へ
の参加促進

⑥ 安全なまちづくりへの環境整備

総務課 
さわやか 
市政推進課 
関係各課 

地域課題の解決等へ
の支援 

① NPOや市民活動団体の立ち上げ、起
業等への支援

さわやか 
市政推進課 
関係各課

２ 防災計画・活動における男女共同参画の推進 

施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

男女共同参画の視点
に立った防災計画の
策定

① 女性委員の登用促進
② 多様な人々の意見が反映しやすい環
境の整備

防災課 

防災に関するあらゆ
る会議等への女性参
画の推進

① 防災に関する政策・方針の決定過程
への参画拡大

② 地域の自主防災組織への参画の推進

防災課 
関係各課 

震災被災者の心のケ
ア等の支援

① 交流の場づくりの支援
② 相談体制の充実や定期訪問等の実施

社会福祉課 
関係各課

施策の展開 
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基本目標Ⅳ 教育の場における男女共同参画の実現 

１ あらゆる教育の場における男女共同参画の実現 

男女共同参画社会を実現させるためには、子どもの頃から男女が互いの人権を認め、
尊重し合い、精神的、経済的、生活的に自立することの必要性を自覚できるようにす
るとともに、性別固定的役割分担にとらわれない意識を育むことが必要です。 
学校では、教育内容や指導方法等において性別にとらわれることがないよう、子ど
もの個性が尊重されるように配慮する必要があります。また、家庭では、子どもの性
別にかかわらず家事や介護に関わる機会を増やすなど、男女とも家庭的役割の重要性
を伝えるとともに、思いやりや支え合いの心を養うことが大切です。 
これらの教育を通じて男女平等意識を養うことは、男女共同参画社会の基盤をつく
ることに繋がります。 

資料 18 公立小・中学校の教頭以上の教職員に占める女性の割合の推移 

備考：１ 各年４月 1日現在。 
  ２ 教頭以上：校長、副校長、教頭 

資料：公立学校教職員の人事行政の状況調査（文部科学省） 

現状と課題 
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施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

将来にわたり、男女
の別なく能力や個性
を生かせる教育の推
進

① 男女の別なく能力や個性を生かす教
育内容や生活指導の充実

② 学校全体で男女平等教育に取り組む
体制づくりの推進

③ 教職員への意識啓発と研修の場の充
実

④ 主体的に情報を収集し、判断できる
能力の育成の推進

⑤ 互いを思いやる教育、人権教育の充
実

さわやか 
市政推進課 
学校教育課 
関係各課 

子どもたちの成長に
あわせた地域連携の
推進 

① ＰＴＡや保護者会の活動等を通じた
男女平等教育への保護者の理解促進

② 保育所（園）、幼稚園、学校、家庭
等の地域連携による男女共同参画の
教育・学習機会の充実

③ 人との関わりを重視した地域連携に
よる子どもを見守る体制の構築

学校教育課 
生涯学習課 
社会福祉課 

健康教育の推進 ① 専門機関における相談の充実、スク
ールカウンセラー、スクールソーシ
ャルワーカーの活用等学校における
相談体制の整備

② 性に関する教育の充実

学校教育課 
健康増進課 

施策の展開 
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基本目標Ⅴ 働く場における男女共同参画の実現 

１ 働く場における男女の均等な機会と待遇の確保
２ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進
３ 職業能力開発の支援 
４ 農業や商工自営業等に従事する女性への支援

働くということは、１つの生きがいであり、権利であり、また経済基盤として男女
を問わず必要かつ重要な行為です。働きたい人が男女の別なく就職できて能力を発揮
し、社会で活躍できることは、男女共同参画の１つの柱でもあります。 
全国的に共働き世帯が年々増加する傾向がみられる中（資料 19）、女性が働き続け
る環境は、男女雇用機会均等法や女性活躍推進法など一定の法的整備は進みましたが
十分に生かされていません。推進計画を策定した市町村によると、策定後も「変わら
ない」と感じることが多くなっています。（資料 20） 
出産・育児で退職後に働くことを求める女性の増加、ひとり親家庭の増加と貧困化
の増加が顕著になる中、特に、女性の働く意思を支え、就業を支援する施策を強化し
なければなりません。近年、第 1 子出産前に有職者であった女性が出産後も有職者と
なった割合は増加傾向にありますが、それでも半数程度に留まっています（資料 21）。
また、介護や看護に伴う離職者は、年間約 9 10 万人で推移していますが、そのうち
の約 7 割を女性が占めています（資料 22）。このような現状を踏まえると、保育所
（園）などきめ細かなインフラ整備、職場で増加傾向にあるセクシュアル・ハラスメ
ント対策に加えて、男女共に育児・介護休暇がとりやすい環境づくりが必要です。
農業においても、商工自営業においても、男女共に意見やアイデアを出し合う環境
をつくることによって、意欲や能力ある担い手の育成と確保及び後継者育成につなが
り、さらには農業・商工業の発展につながります。 
起業に関しては、女性の視点や経験を生かした事業化のニーズが全国的に高まって
いる中、本市においても平成 30 年 10 月にいわぬま市民交流プラザがオープンし、併
設されるチャレンジショップの貸し出しが始まりました。区画を低価格で貸し出すこ
とで、起業を手助けするとともに、市の活性化につなげようと新たな取組を行ってい
ます。

現状と課題 
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資料 19 共働き等世帯数の推移 

備考：１ 「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就
業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯。 

２ 「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦共に非農林業雇用者（非正規の職員・従業員
を含む）の世帯。 

３ 平成 22年及び 23年の値（白抜き表示）は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全
国の結果。 

出典：男女共同参画白書 平成 30 年版（内閣府男女共同参画局） 

資料 20 推進計画の策定や取組を通した女性の活躍状況（市町村回答） 

出典：共同参画2018.9 月号（内閣府男女共同参画局発行） 
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資料 21 子どもの出生年別第 1子出産前後の妻の就業経歴 

備考：１ 第 1子が1歳以上 15 歳未満の初婚同士の夫婦について集計。 
２ 出産前後の就業経歴 
就業継続（育休利用） －妊娠判明時就業 育児休業取得 子供 1歳時就業 
就業継続（育休なし） －妊娠判明時就業 育児休業取得なし 子供 1歳時就業 
出産退職  －妊娠判明時就業 子供 1歳時無職 
妊娠前から無職 －妊娠判明時無職 子供 1歳時無職 

出典：男女共同参画白書 平成 30 年版（内閣府男女共同参画局） 

資料 22 介護・看護を理由とした離職者数の推移（男女別）（再掲） 

備考：１ 前職が非農林業雇用者で過去 1年間の離職者。 
  ２ 平成 23年の数値（[]表示）は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。 

出典：男女共同参画白書 平成 30 年版（内閣府男女共同参画局） 
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１ 働く場における男女の均等な機会と待遇の確保 

施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

 男女雇用機会均等法
等関係法令の周知

① 事業者に対する働きかけ 
② リーフレット等による啓発

関係各課 

セクシュアル・ハラ
スメント等の防止

① 国・県等相談機関の周知 
関係各課 

ポジティブ・アクシ
ョン（積極的改善措
置）の推進

① 関係機関と連携した事業者への啓発 
② 男女共同参画推進に取り組む事業者
への支援策の検討

商工観光課 
さわやか 
市政推進課

２ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進 

施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

 育児・介護休業法や
制度の啓発、利用促
進 

① 育児・介護休業法や両立支援制度に
係る周知・啓発 

② 育児・介護休暇の利用促進のための
啓発

関係各課 

 育児・介護休業制度
の利用しやすい職場
環境づくりの推進 

① 事業者への啓発と育児・介護休暇取
得率の高い事業所の取組紹介 

② 他の企業の模範となるよう岩沼市役
所による育児・介護休暇取得の推進

政策企画課 
関係各課 

 ワーク・ライフ・バ
ランスに向けた意識
啓発

① 広報いわぬま等多様な媒体や機会を
活用した広報、啓発 

さわやか 
市政推進課 
子ども福祉課

３ 職業能力開発の支援 

施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

 職業能力開発に向け
た機会及び情報の提
供

① 女性の求職の意向やニーズ等の情報
提供

② 再就職のための情報提供
商工観光課 

施策の展開 
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施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

 パートタイム労働者
等の不安定な雇用環
境の改善

① 関係機関との連携による事業者への
法律や制度の周知並びに各種情報の
提供

商工観光課 

 ひとり親家庭の就業
及び自立への支援 

① 経済的支援及び家庭と仕事の両立支
援策の優先的な適用 

② 各種関連情報の提供

子ども福祉課 
関係各課 

４ 農業や商工自営業等に従事する女性への支援 

施策の方向 具体的施策 施策に関係する 
市の部署

 経営参画のための意
識啓発及び参画促進 

① 研修会・交流会の開催と積極的参加
のための環境づくり 

② 情報提供と相談への支援

商工観光課 
農政課 

女性の起業による自
立支援 

① 起業に関する情報提供 
② 起業家相互間、経営者との交流への
支援 

③ 相談及び支援体制の充実

商工観光課 
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第３章 推進体制 

市の各部署、関係機関等が一体となって、計画の着実な推進に取り組みます。 

１ 庁内推進体制の整備 

 岩沼市男女共同参画推進本部の設置 
施策の総合的かつ効果的な推進を図るため、市長を本部長とする男女共同参画
推進本部（以下「本部」という。）を設置し、計画の進行管理等を行います。 

 実施状況の点検・評価・公表 
本部は、毎年１回、計画の進捗状況等に係る報告書を作成し、公表します。 

 男女共同参画推進員の配置 
庁内の各部署の横断的な連携・調整を推進するために男女共同参画推進員を配
置します。 

２ 計画を効果的に進めるための取組 

 岩沼市男女共同参画審議会 
基本計画及び男女共同参画の推進に関する重要事項について多様な立場からの
意見を踏まえ調査、審議を行い、意見を述べます。 

 市民・事業者・市民団体等との協働 
自主的活動への支援を行う中で、市民、事業者、市民団体等との協働を図りな
がら効果的に推進します。 
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３ 計画の推進体制図 

市民・事業者・教育関係者 等 
（関係機関で推進） 

庁内推進体制 

市 長 岩沼市男女共同
参画審議会

諮 問

意見・提言

 男女共同参画推進本部
（施策に関する調査・審議）

計画の進行管理
啓発事業の推進

 男女共同参画 
推進員会議 

（施策の調整等）

 庁内各部・各課

 さわやか市政
推進課

事業報告 
情報提供 

協働 

国・県及び関係機関

連携
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資 料 



資料 1 

世界・国・県・市の動き（平成11年以降） 
年 世界 国 宮城県 岩沼市

1999 年 
(平成 11年)

○「女子に対するあらゆる
形態の差別の撤廃に関す
る条約選択議定書」採択 

○男女共同参画社会基本法公布
施行 

○食糧・農業・農村基本法公布施
行 

○女性青年課を設置 

2000 年 
(平成 12年)

○国連特別総会女性 2000
年会議・ニューヨークで
開催

○男女共同参画基本計画閣議決定 
○ストーカー規制法公布施行 

2001 年 
(平成 13年)

○内閣府に男女共同参画局設置 
○男女共同参画会議設置 
○配偶者からの暴力防止及び被害
者の保護に関する法律交付公布
施行

○男女共同参画推進課を設置 
○宮城県男女共同参画推進条
例公布、施行 

○男女共同参画審議会設置 

2003 年 
(平成 15年)

  ○少子化社会対策基本法公布、施
行 

○次世代育成支援対策推進法公
布、施行

○宮城県男女共同参画基本計
画を策定 

2004 年 
(平成 16年)

○「女性国家公務員の採用、登用
の促進について」男女共同参画
推進本部決定

○「新総合計画」策定 （男女
共同参画関連の指標を盛り込
む）

2005 年 
(平成 17年)

○国連「北京+10」世界閣
僚級会合 （ニューヨー
ク） 

○「男女共同参画基本法計画（第
2次）」閣議決定 

○「女性の再チャレンジ支援プラ
ン」策定 

  ○「男女共同参画フォーラム
2005」ｉｎいわぬま 

2006 年 
(平成 18年)

○「国の審議会等における女性委
員の登用の促進について」男女
共同参画推進本部決定 

○「女性の再チャレンジ支援プラ
ン」改定

2007 年 
(平成 19年)

  ○「配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律」改
正 

○「短時間労働者の雇用管理の改
善等に関する法律」改正 

○「子どもと家庭を応援する日
本」重点戦略とりまとめ 

○「仕事と生活の調和(ワーク・ラ
イフ・バランス）憲章」及び
「仕事と生活の調和推進のため
の行動指針」策定

2008 年 
(平成 20年)

○「女性の参画加速プログラム」 
男女共同参画推進本部決定 

○女子差別撤廃条約実施状況第 6
回報告提出 

○岩沼市男女共同参画推進会議 
設置 

○市民アンケート調査、事業所 
ヒアリング調査実施 

2009 年 
(平成 21年)

○女子差別撤廃条約実施状
況 
第 6 回報告の審議・最終
見解の公表 

○男女共同参画シンボルマーク決
定 

○「育児・介護休業法」改正 

○男女共同参画推進課を共同
参画社会推進課男女共同参
画推進班に改組 

○「岩沼市男女共同参画推進会
議中間報告書」提出 

○岩沼市男女共同参画推進会議 
中間報告書の報告会実施 

2010 年 
(平成 22年)

○国連「北京+15」記念会
合（ニューヨーク） 

○「男女共同参画基本計画（第 3
次）」閣議決定 

○男女共同参画推進に向けての 
提言書についてパブリックコ
メントを実施し意見を聞く会
を開催 

○「岩沼市における男女共同参
画の推進に向けての提言書」
が男女共同参画推進会議より
提出
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年 世界 国 宮城県 岩沼市
2011 年 
(平成 23年)

○UN Women 正式発足   ○「宮城県男女共同参画基本
計画（第２次）」を策定 

○（仮称）岩沼市男女共同参画
推進条例（素案）についての
説明会（タウンミーティン
グ） 

○（仮称）岩沼市男女共同参画
推進条例（案）が男女共同参
画推進委員会より提出 

○（仮称）岩沼市男女共同参画
推進条例（案）のパブリック
コメントの実施 

○男女共同参画推進委員会にお
いて男女共同参画基本計画
（案）について検討

2012 年 
(平成 24年)

○岩沼市男女共同参画推進条例
施行 

○男女共同参画基本計画（案）
が男女共同参画推進委員会よ
り提出 

○岩沼市男女共同参画審議会設
置

2013 年 
(平成 25年)

 ○「配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律」改
正 

 ○岩沼市男女共同参画基本計画
案が審議会より答申 

○岩沼市男女共同参画基本計画
策定 

2014 年 
(平成 26年)

○「次世代育成支援対策推進法」
改正 

2015 年 
(平成 27年)

○「北京＋20」（第 59 回
国連婦人の地位委員会）
開催（ニューヨーク） 

○女性の職業生活における活躍の
推進に関する法律（以下「女性
活躍推進法」という）施行（事
業主行動計画部分を除く） 

○「第 4 次男女共同参画基本計
画」閣議決定

2016 年 
(平成 28年)

○女子差別撤廃条約実施状
況 
第７回・第８回報告の審
議・最終見解の公表

○「女性活躍推進法」完全施行 
○「男女雇用機会均等法」改正 
○「育児・介護休業法」改正 

2017 年 
(平成 29年)

  ○「宮城県男女共同参画基本
計画（第 3次）」を策定 

○岩沼市男女共同参画基本計画
（第 1 次）の中間年における
「岩沼市男女共同参画審議会
による評価および提言」が審
議会より提出

2018 年 
(平成 30年) 

○審議会において岩沼市男女共
同参画基本計画（第 2 次）
（案）について検討及び答申 

○岩沼市男女共同参画基本計画
（第 2 次）（案）のパブリッ
クコメントを実施 

○岩沼市男女共同参画基本計画
（第 2次）策定
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参考指標  
前掲の指標に加えて、広く男女共同参画の推進の状況の参考とします。 

項  目 現況 
(H29 年度)

基本目標Ⅰ 社会全体における男女共同参画の実現 

市議会における女性議員の割合 16.7％

市の管理職における女性の割合 18.8％

男女共同参画に関する講座・イベント等の実施数 2 回

市民満足度調査における「男女共同参画社会」に係る満足度のポイント 満足度 
3.726

日本語講座の延べ受講者数 461名 

基本目標Ⅱ 家庭における男女共同参画の実現 

家事能力向上のための男性向け講座等の参加人数 22名
市民満足度調査における「保育サービスの充実」に係る満足度のポイン
ト

満足度 
4.008

認可保育所等の定員数 769名 

認可保育所等の待機児童数 17名 

放課後児童クラブの待機児童数 19名 

市指定介護保険事業者数 20 事業所 

DV、セクシュアル・ハラスメント防止講座の実施数 1 回 

DV相談実人数 10名 

特定健康診査の受診率 43.1％
市民満足度調査における「母子保健サービスの充実」に係る満足度のポ
イント

満足度 
4.208

基本目標Ⅲ 地域における男女共同参画の実現 

行政区長に占める女性の割合 5.0％

自治会長（町内会長）に占める女性の割合 3.9％

被災者の心のケア事業による訪問件数 59件 
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項  目 現況 
(H29 年度)

基本目標Ⅳ 教育の場における男女共同参画の実現 

市内小中学校の校長及び教頭に占める女性の割合 17.6％

市内小中学校の PTA会長に占める女性の割合 25.0％

基本目標Ⅴ 働く場における男女共同参画の実現 

市の男性職員の育児休暇取得率 6.7％

市の男性職員の育児休暇取得者数 2 名 

職業能力開発の関する情報提供数（市広報紙掲載数） 4 件

ひとり親家庭の就業及び自立に関する情報提供数（市広報紙掲載数） 2 件

岩沼市農協役員に占める女性の割合 11.4％

岩沼市商工会役員に占める女性の割合 12.0％
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男女共同参画社会基本法（平成 11年法律第 78号） 

目次 

 前文 

 第一章 総則（第一条－第十二条） 

 第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第十三条－第二十条） 

 第三章 男女共同参画会議（第二十一条－第二十八条） 

 附則 

 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現

に向けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、

なお一層の努力が必要とされている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に

対応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわ

りなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な

課題となっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定す

る最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の推進を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将

来に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的か

つ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊か

で活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基

本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参

画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって

社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治

的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき

社会を形成することをいう。 

 二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲

内において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 
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（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が

性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保さ

れることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による

固定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響

を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることに

かんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影

響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方

公共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機

会が確保されることを旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下

に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役

割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨と

して、行われなければならない。 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有している

ことにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。 

（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念

（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国

の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、

及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念
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にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制

上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようと

する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国

会に提出しなければならない。 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進

を図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画

基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成

し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参

画基本計画を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して当該都道府県の区域における男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共

同参画計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進 

に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に 

関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町

村の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画
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（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、

又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施

策を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければなら

ない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深

めるよう適切な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同

参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措

置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって

人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければなら

い。 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関す

る調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究

を推進するよう努めるものとする。 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は

国際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑

な推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び

民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提

供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

第三章 男女共同参画会議 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 
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（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画

社会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議するこ

と。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大

臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を注視し、及

び政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めると

きは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

(議員) 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任

命する者 

２ 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならな

い。 

３ 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の

総数の十分の四未満であってはならない。 

４ 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政

機関の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その

他必要な協力を求めることができる。 
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２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定す

る者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関

し必要な事項は、政令で定める。 

附 則 

（施行期日) 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）は、廃止する。 

（以下略） 
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

（平成 27年 9月 4日 法律第 64号） 

目次 

第１章 総則（第１条－第４条） 

第２章 基本方針等（第５条・第６条） 

第３章 事業主行動計画等 

第１節 事業主行動計画策定指針（第７条） 

第２節 一般事業主行動計画（第８条－第 14 条） 

第３節 特定事業主行動計画（第 15 条） 

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表（第 16 条・第 17 条） 

第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第 18条－第 25 条） 

第５章 雑則（第 26 条－第 28条） 

第６章 罰則（第 29 条－第 34条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性が

その個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活

における活躍」という。）が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法

（平成 11年法律第 78 号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に

ついて、その基本原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにする

とともに、基本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を迅速か

つ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民

の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現する

ことを目的とする。 

（基本原則） 

第２条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差

の実情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採

用、教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な

提供及びその活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場における

慣行が女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十

分に発揮できるようにすることを旨として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、

介護その他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家

庭生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別

を問わず、相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動に



資料 12 

ついて家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必

要な環境の整備等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能と

なることを旨として、行わなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立

に関し、本人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進について

の基本原則（次条及び第５条第１項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の

職業生活における活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければな

らない。 

（事業主の責務） 

第４条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に

対する職業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との

両立に資する雇用環境の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を

自ら実施するよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する施策に協力しなければならない。 

第２章 基本方針等 

（基本方針） 

第５条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を

総合的かつ一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針

（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的

な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

四 前３号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事

項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を

公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、基本方針の変更について準用する。 
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（都道府県推進計画等） 

第６条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活

における活躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計

画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府

県推進計画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推

進に関する施策についての計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよ

う努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したと

きは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第３章 事業主行動計画等 

第１節 事業主行動計画策定指針 

第７条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即し

て、次条第１項に規定する一般事業主行動計画及び第 15 条第１項に規定する特定事業主行

動計画（次項において「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事

業主行動計画策定指針」という。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針と

なるべきものを定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第２節 一般事業主行動計画 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第８条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時

雇用する労働者の数が三百人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事

業主行動計画（一般事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に

関する計画をいう。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働

大臣に届け出なければならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実

施時期 
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３ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとすると

きは、厚生労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、

男女の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働

者の割合その他のその事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、

女性の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、そ

の結果を勘案して、これを定めなければならない。この場合において、前項第２号の目標

については、採用する労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の際の縮小

の割合、労働時間、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用

いて定量的に定めなければならない。 

４ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚

生労働省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければ

ならない。 

５ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚

生労働省令で定めるところより、これを公表しなければならない。 

６ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、

一般事業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人以下のものは、事業主行動計画

策定指針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚

生労働大臣に届け出るよう努めなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第３項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しよ

うとする場合について、第４項から第６項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般

事業主行動計画を定め、又は変更した場合について、それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第９条 厚生労働大臣は、前条第１項又は第７項の規定による届出をした一般事業主からの

申請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであるこ

とその他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第 10 条 前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第 20 条第１項において「認定一般事業

主」という。）は、商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用

いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項において「商品等」とい

う。）に厚生労働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい

表示を付してはならない。 
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（認定の取消し） 

第 11 条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第９条

の認定を取り消すことができる。 

一 第９条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

三 不正の手段により第９条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 

第 12 条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用す

る労働者の数が三百人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該

承認中小事業主団体をして女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し

必要な労働者の募集を行わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募

集に従事しようとするときは、職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）第 36 条第１項及び

第３項の規定は、当該構成員である中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会

その他の特別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定

めるもの又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省

令で定める要件に該当するものに限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して

女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を実施するための人材確保に関する相談

及び援助を行うものであって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助

を適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認め

るときは、同項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第１項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省

令で定めるところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する

事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第 37 条第２項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第

５条の３第１項及び第３項、第５条の４、第 39条、第 41 条第２項、第 48条の３、第 48

条の４、第 50条第１項及び第２項並びに第 51 条の２の規定は前項の規定による届出をし

て労働者の募集に従事する者について、同法第 40条の規定は同項の規定による届出をして

労働者の募集に従事する者に対する報酬の供与について、同法第 50条第３項及び第４項の

規定はこの項において準用する同条第２項に規定する職権を行う場合について、それぞれ

準用する。この場合において、同法第 37 条第２項中「労働者の募集を行おうとする者」と

あるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第 12 条第４項の規定による届

出をして労働者の募集に従事しようとする者」と、同法第 41 条第２項中「当該労働者の募

集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第 36 条第２項及び第 42条の２の規定の適用については、同法第 36 条第２項

中「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者が

その被用者以外の者に与えようとする」と、同法第 42条の２中「第 39 条に規定する募集
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受託者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第

64 号）第 12 条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第２項の相談及び援助の実施状況につい

て報告を求めることができる。 

第 13 条 公共職業安定所は、前条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承

認中小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、

これらに基づき当該募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的

かつ適切な実施を図るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第 14 条 国は、第８条第１項若しくは第７項の規定により一般事業主行動計画を策定しよう

とする一般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行

動計画の策定、労働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑

に実施されるように相談その他の援助の実施に努めるものとする。 

第３節 特定事業主行動計画 

第 15 条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以

下「特定事業主」という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に

即して、特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組に関する計画をいう。以下この条において同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実

施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で

定めるところにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、

勤務時間の状況、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事

業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における

活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これ

を定めなければならない。この場合において、前項第 2号の目標については、採用する職

員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的

地位にある職員に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければなら

ない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職

員に周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。 
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６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を

公表しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動

計画に定めされた目標を達成するよう努めなければならない。 

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第 16 条 第８条第１項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業

生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職

業生活における活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。 

２ 第８条第７項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活

を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生

活における活躍に関する情報を定期的に公表するよう努めなければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第 17 条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとす

る女性の職業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍

に関する情報を定期的に公表しなければならない。 

第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第 18 条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓

練、創業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、

職業生活を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、

関係機関の紹介その他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものと

する。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施する

ことができるものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当

な理由なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（財政上の措置等） 

第 19 条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援する

ために必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 
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（国等からの受注機会の増大） 

第 20 条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興

開発金融公庫その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをい

う。）の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主そ

の他の女性の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組の実施の状況が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」とい

う。）の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必

要な施策を実施するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第 21 条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心

と理解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第 22 条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外にお

ける女性の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供

を行うものとする。 

（協議会） 

第 23 条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務

及び事業を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）

は、第 18条第１項の規定により国が講ずる措置及び同条第２項の規定により地方公共団体

が講ずる措置に係る事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用

することにより、当該区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効

果的かつ円滑に実施されるようにするため、関係機関により構成される協議会（以下「協

議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第 18 条第３項の規定

による事務の委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加

えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構

成員として加えることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前 2 項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）

が相互の連絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有

し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する取組について協議を行うものとする。 
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５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、そ

の旨を公表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第 24 条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、

協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第 25 条 前２条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が

定める。 

第５章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第 26 条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第８条第１項

に規定する一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることが

できる。 

（権限の委任） 

第 27 条 第８条から第 12 条まで及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令

で定めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 

（政令への委任） 

第 28 条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

第６章 罰則 

第 29 条 第 12条第５項において準用する職業安定法第 41条第２項の規定による業務の停止

の命令に違反して、労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金

に処する。 

第 30 条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処

する。 

一 第 18 条第４項の規定に違反した者 

二 第 24 条の規定に違反した者 

第 31 条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処

する。 

一 第 12 条第４項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 

二 第 12 条第５項において準用する職業安定法第 37 条第２項の規定による指示に従わな

かった者 
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三 第 12 条第５項において準用する職業安定法第 39 条又は第 40条の規定に違反した者 

第 32 条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

一 第 10 条第２項の規定に違反した者 

二 第 12 条第５項において準用する職業安定法第 50 条第１項の規定による報告をせず、

又は虚偽の報告をした者 

三 第 12 条第５項において準用する職業安定法第 50 条第２項の規定による立入り若しく

は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の陳

述をした者 

第 33 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、第 29条、第 31条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰する

ほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

第 34 条 第 26条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、二十万以下の過料

に処する。 

附則 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第３章（第７条を除く。）、第５章

（第 28 条を除く。）及び第６章（第 30条を除く。）の規定並びに附則第５条の規定は、

平成 28 年４月１日から施行する。 

（この法律の失効） 

第２条 この法律は、平成 38年３月 31日限り、その効力を失う。 

２ 第 18 条第３項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り得

た秘密については、同条第４項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にかか

わらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第 24 条の

規定（同条に係る罰則を含む。）は、第１項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、

なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第１項の規

定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

（政令への委任） 

第３条 前条第２項から第４項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経

過措置は、政令で定める。 
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（検討） 

第４条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状況を

勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基

づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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岩沼市男女共同参画推進条例（平成２４年条例第１号） 

目次

前文

第１章 総則（第１条・第２条）

第２章 基本理念（第３条）

第３章 市、市民、事業者及び教育関係者の責務（第４条－第７条）

第４章 男女共同参画を推進するための基本的施策（第８条－第１７条）

第５章 男女共同参画を阻害する行為の制限（第１８条・第１９条）

第６章 男女共同参画審議会（第２０条－第２３条）

第７章 雑則（第２４条）

附則

岩沼市では、男女共同参画社会の実現に向けて、市民の参画により様々な取組が進められ

てきた。しかしながら、依然として性別による固定的役割分担意識や、これに基づく社会慣

行が存在し、真の男女共同参画社会実現のためには、市、市民、事業者及び教育関係者が一

体となり、総合的に取り組むことが求められている。

また、我が国では急速な少子高齢化、雇用不安、虐待、ドメスティック・バイオレンス

（以下「ＤＶ」という。 ）、多様な性のあり方等、様々な問題が顕在化し、男女共同参画社

会の形成は重要な政策課題になっている。

男女が互いにその人権を尊重し、共に責任を分かち合い、性別に関わりなく、その個性と

能力を発揮することができる男女共同参画社会の実現に向けて、「誰もが輝けるまち、いわ

ぬま」を目指し、この条例を制定する。

第１章 総則

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画社会基本法（平成 11 年法律第 78 号）の「男女の人権の

尊重及び平等の理念」に基づき、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定めるとともに、

市、市民、事業者及び教育関係者の責務並びに基本的施策を明らかにすることにより、男

女共同参画社会の実現を目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済

的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。 

 市民 市内に居住する者、市内へ通勤又は通学する者及び市内で活動する者をいう。 

 事業者 市内において事業活動を行う個人及び法人その他の団体をいう。 
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 教育関係者 学校教育、社会教育その他あらゆる教育現場に関わる者をいう。 

 ＤＶ 配偶者、恋人等の身近な者から受ける身体的、性的、精神的、経済的な暴力を

いう。 

 セクシュアル・ハラスメント 相手の意に反する性的及び性差別言動により、相手方

に不快感若しくは不利益を与え、又は就業その他の生活環境を害することをいう。 

 ワーク・ライフ・バランス 「仕事と生活の調和」の意味で、働きながら家庭生活も

充実させられるように職場や社会環境を整えることをいう。 

 積極的改善措置（ポジティブアクション） 第１号に規定する機会に係る男女間の格

差を改善するために必要な範囲内において、男女のいずれかの一方に対し、当該機会を

積極的に提供することをいう。 

第２章 基本理念 

 （基本理念） 

第３条 男女共同参画は、次に掲げる事項を基本理念として推進されなければならない。 

 男女の人権の尊重 男女の個人としての尊厳が重んじられ、直接的にも間接的にも性

別による差別的取り扱いを受けることなく、個人としての能力を発揮する機会が確保さ

れること及び性同一性障害がある人、その他多様な性を持つ人の人権についても配慮す

ること。 

 暴力の根絶 男女が互いに人権を尊重し、ＤＶ、セクシュアル・ハラスメント等の男

女間のあらゆる暴力的行為の根絶が図られるように努めること。 

 社会における制度又は慣行の見直し 性別による固定的な役割分担意識から生まれる

社会における制度又は慣行の見直しに努め、男女が多様な生き方を選択することができ

るように配慮すること。 

 政策等の立案及び決定への共同参画 男女が社会の対等な構成員として、政策及び方

針の立案並びに決定の場に共同して参画する機会が確保できるように配慮すること。 

 家庭生活、学校、職場等の活動の両立 家族を構成する男女が相互の協力と社会の支

援のもとに、子育て、家族の介護その他の家庭生活、学校、職場、地域等の活動を両立

させることができるようワーク・ライフ・バランスに配慮すること。 

 国際的協調 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を

有していることから、国際社会の動向に留意するとともに、地域在住外国籍の市民の人

権保障及び男女共同参画の実現に配慮すること。 

第３章 市、市民、事業者及び教育関係者の責務 

（市の責務） 

第４条 市は、基本理念にのっとり、男女共同参画の推進に関する施策を総合的に策定し、

及び実施しなければならない。 

２ 市は、男女共同参画の推進に関する施策の実施に当たっては、市民、事業者、教育関係

者、国・県及び他の地方公共団体と協働し、連携を図りながら取り組むものとする。 

３ 市は、男女共同参画を実施するための必要な体制の整備に努めるとともに、必要な財政
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上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、基本理念にのっとり、家庭、学校、職場、地域その他社会のあらゆる分野

において、積極的に男女共同参画の推進に努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、事業活動を行うに当たっては、積極的に男女共同

参画の推進に努めなければならない。 

２ 事業者は、男女が職場及び家庭生活における活動を両立させるための職場環境の整備に

努めなければならない。 

３ 事業者は、事業活動における男女共同参画の取組状況に関し、市長から報告を求められ

たときは、協力するよう努めなければならない。 

（教育関係者の責務） 

第７条 教育関係者は、基本理念にのっとり、教育を行うに当たっては、積極的に男女共同

参画の推進に努めなければならない。 

２ 教育関係者は、性別に関わりなく能力、個性を生かせる教育及びその啓発並びに男女平

等の教育の推進に努めなければならない。 

３ 教育関係者は、教育における男女共同参画の取組状況に関し、市長から報告を求められ

たときは、協力するよう努めなければならない。 

第４章 男女共同参画を推進するための基本的施策 

（基本計画の策定） 

第８条 市長は、男女共同参画に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な

計画（以下「基本計画」という。）を策定するものとする。 

２ 市長は、基本計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ市民の意見が反

映できるよう適切な措置を講ずるとともに、第 20 条に規定する男女共同参画審議会の意見

を聴かなければならない。 

３ 市長は、基本計画を策定し、又は変更したときは、速やかにこれを公表するものとする。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第９条 市は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、若しくは変

更し、又は実施するに当たっては、男女共同参画の推進に配慮するものとする。 

（市民等の理解を深めるための措置） 

第 10 条 市は、基本理念に関する理解を深めるため、市民、事業者及び教育関係者に情報の

提供、広報啓発活動その他適切な措置を講ずるよう努めるものとする。 
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（教育の分野における措置） 

第 11 条 市は、学校教育、社会教育、家庭教育その他のあらゆる教育の分野において、

男女平等意識の醸成、個性及び能力の育成等の男女共同参画の推進のために必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。 

（農林業、商工業等の分野における措置） 

第 12 条 市は、農林業、商工業等の分野において、男女が、個人として能力を十分に発揮し、

正当に評価され、対等な構成員として経営活動をし、地域における活動に参画する機会が

確保されるための必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（活動への支援） 

第 13 条 市は、市民、事業者及び教育関係者が行う男女共同参画の推進に関する自主的な活

動を支援するため、情報の提供、助言、人材の育成その他必要な措置を講ずるよう努める

ものとする。 

（積極的改善措置（ポジティブアクション）） 

第 14 条 市は、家庭、学校、職場、地域その他の社会のあらゆる分野における活動において、

男女間に参画する機会の格差が生じているときは、市民、事業者、教育関係者等と協力し、

積極的改善措置（ポジティブアクション）が講ぜられるよう努めるものとする。 

２ 市は、法令、条例等に基づく附属機関若しくはこれに準ずる機関における委員の委嘱又

は任命に当たっては、積極的改善措置（ポジティブアクション）を講ずることにより、男

女の均衡を図るよう努めるものとする。 

（調査研究） 

第 15 条 市は、男女共同参画の推進に関し、必要な情報の収集及び調査研究を行うものとす

る。 

（報告書の作成及び公表) 

第 16 条 市長は、毎年、男女共同参画の推進に関する施策の実施状況について報告書を作成

し、これを公表するものとする。 

（苦情及び相談） 

第 17 条 市は、男女共同参画の推進に関する市民及び事業者からの苦情並びに相談について

適切な処理に努めるものとする。 

第５章 男女共同参画を阻害する行為の制限 

（性別による権利侵害の禁止） 

第 18 条 何人も、家庭、学校、職場、地域その他の社会のあらゆる分野において、性別によ

る差別的取扱いをしてはならない。 
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２ 何人も、ＤＶ、セクシュアル・ハラスメント等性別による権利侵害をしてはならない。 

３ 何人も、性同一性障害がある人等に対しての人権侵害をしてはならない。 

（公衆に表示する情報への配慮） 

第 19 条 何人も、公衆に表示する情報において、性別による固定的な役割分担、性的な暴力

等を助長し、若しくは連想させる表現又は人権を侵害する性的な表現を行わないよう努め

なければならない。 

第６章 男女共同参画審議会 

（男女共同参画審議会の設置） 

第 20 条 市長の諮問に応じ、基本計画及び男女共同参画の推進に関する重要事項について調

査審議するため、岩沼市男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、男女共同参画の推進に関する事項について必要に応じ調査し、市長に意見を

述べることができる。 

（審議会の組織） 

第 21 条 審議会は、10 人以内の委員で組織する。この場合において、男女いずれか一方の委

員の数は、委員の総数の 10 分の４未満にならないように努めるものとする。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

男女共同参画に関しての識見を有する者 

公募に応じた者 

関係機関を代表する者 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任することができる。 

 （会長及び副会長） 

第 22 条 審議会に会長及び副会長を置き、それぞれ委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 

 （会議） 

第 23 条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 
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第７章 雑則 

（委任） 

第 24 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （非常勤の特別職の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 非常勤の特別職の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和 33 年条例第５号）の一部を次の

ように改正する。 

（以下略） 
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計画策定までの経過 

平成 20年６月 岩沼市男女共同参画推進会議発足。 

平成 22年２月
岩沼市男女共同参画推進会議より、「岩沼市における男女共同参画
の推進に向けて」提言書が提出される。

平成 22年５月
岩沼市男女共同参画推進委員会設立。 
条例案等の検討に着手。

平成 23年２月 タウンミーティング「男女共同参画についての意見交換会」開催。

平成 23年７月
岩沼市男女共同参画推進委員会から、（仮称）岩沼市男女共同参画
推進条例（案）が市長に提出される。

平成 23年９月 男女共同参画推進条例（素案）に対するパブリックコメント募集。 

平成 24年３月 岩沼市男女共同参画推進条例制定。 

平成 24年３月
岩沼市男女共同参画推進委員会から、（仮称）岩沼市男女共同参画
基本計画（案）が市長に提出される。

平成 24年６月 岩沼市男女共同参画推進本部設置（庁内組織）。 

平成 24年７月
岩沼市男女共同参画審議会設置。 
推進委員会から提出された案を基に検討着手。

平成 25年２月 男女共同参画基本計画素案に対するパブリックコメント募集。 

平成 25年６月 岩沼市男女共同参画基本計画（案）を市長に答申。 

平成 25年７月 推進本部会議において岩沼市男女共同参画基本計画を決定。 

平成 29年３月
岩沼市男女共同参画基本計画（第１次）の中間年における「岩沼市
男女共同参画審議会による評価および提言」が岩沼市男女共同参画
審議会より提出。

平成 30年８月
第１次計画を基に、岩沼市男女共同参画基本計画（第２次）の検討
着手。

平成 31年 1月
岩沼市男女共同参画基本計画（第 2 次）（案）を市長に答申。パブ
リックコメント募集。

平成 31年 3月 岩沼市男女共同参画基本計画（第2次）を決定。 
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岩沼市男女共同参画審議会委員 

（敬称略：五十音順） 

氏 名 職 備 考 

阿 部 裕 二 会 長 東北福祉大学教授 

熊 沢 由 美 副会長 東北学院大学教授 

岡 崎 文 彦 委 員 町内会関係者 

菊 池 洋 委 員 商工業者 

郷 内 妙 子 委 員 農業関係者 

佐 藤 ひろ子 委 員 人権擁護関係者 

鈴 木 正 信 委 員 市民活動団体関係者 

山 内 紀 子 委 員 学校教育関係者 

蓬 田 和 弘 委 員 社会教育関係者 

渡 邉 美恵子 委 員 家庭教育関係者 




